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先進国に先駆けて回復に向かう中国
――高まる世界経済における存在感
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景気の下支えとなる好調な内需
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［図表1］西高東低に転換した経済成長（2009年第１四半期）

（出所）中国国家統計局より作成



景気回復を示唆する先行指標

（注１）

グローバル大国への一里塚
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図表２

●注
注1　購買担当者指数（PMI）：新規受注、生産高、雇用、納期、原材料在庫で
構成。各項目につき一種のDI（ディフュージョン・インデックス）を求め、そ
れを加重平均したもの。
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［図表2］主要国・地域の世界経済成長率への寄与度

（出所）IMF, World Economic Outlook Database, April 2009、但し2007年以降は
World Economic Outlook Update, July 8, 2009より作成
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中国経済の展望：短期楽観、中長期慎重

進展する官有経済化の流れ
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中国の持続成長を
制約する官有経済

呉 軍華
（株）日本総合研究所理事



図表１

安定成長は官有経済からの離脱が不可欠
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（出所）中国統計年鑑。
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［図表2］セクター別預金残高の増加ペース

（注）政府部門には財政預金と公的機関・団体の預金が含まれる。
（出所）中国人民銀行発表に基づく筆者試算。



構造転換を図る
中国経済

政府による市場への介入の弊害

図表１

06

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

.1-
3

政府の目標は８％成長を死守すること

（％）

（年）

［図表1］「改革・開放」政策の30年間の経済成長率の推移

出所：中国国家統計局の統計により筆者作成

転換期の中国経済
―改革の方向性と課題

柯 隆
富士通総研経済研究所主席研究員
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市場の拡大を妨げる信用の危機

短期的な景気刺激策と構造転換の制度改革



図表２

図表３

注１
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●注
注１　インフレ率がプラスに転じれば、一般家計の消費ビヘイビアは来期に消
費するものを今期に前倒しするようになる。結果的に、需要が拡大し企業の生
産が改善されることで、失業率も低下するものと予想される。むろん、これは
あくまでも短期的な対応であり、雇用を創出し、失業問題を根本から解決する
には、産業構造の転換が求められる。
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［図表2］単位当たりGDPの伸びによる雇用機会の創出効果

出所：中国国家統計局の統計により筆者作成
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［図表3］インフレ期待の強化は有効な雇用対策

出所：筆者作成



オバマ大統領の
核廃絶と日本

平井照水
総合研究開発機構（NIRA）リサーチフェロー
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注3

注1

注2

オバマ大統領
「核廃絶」演説の背景

核廃絶に向けた日本の役割



注4

注5

平井照水（ひらい・てるみ）
津田塾大学卒業。スウェーデン・ウプサラ大学平和紛争学部ディ
プロマ取得。関心領域は、予防外交、人間の安全保障、国際関係
等。主要著書（共著）として、『人間の安全保障の射程－アフリカ
における課題』（2006年）アジア経済研究所、『アフガニスタン－
再建と復興への挑戦』（2004年）日本経済評論社、など。

［NIRAホームページ］

http://www.nira.or.jp/index.html
NIRA政策レビューのバックナンバーをはじめ、NIRAの諸活動を紹介するホー
ムページをご利用ください。

NIRA総合研究開発機構
〒150-6034  東京都渋谷区恵比寿4-20-3  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階
Tel. 03-5448-1735　 Fax. 03-5448-1744　E-mail. info@nira.or.jp
� 再生紙を使用

NIRA政策レビュー　［No.41］
2009年７月31日発行　ⓒ財団法人総合研究開発機構

編集発行人：伊藤元重 ●NIRA理事長
編集主幹：加藤裕己 ●東京経済大学教授／NIRA客員研究員

※ 本誌に関するご感想・ご意見をお寄せください。E-mail：info@nira.or.jp

●注
注1　杉田弘毅「オバマ大統領『核廃絶』演説の意味」『世界』2009
年6月号。
注2　チャルマーズ・ジョンソン「軍事ケインズ主義の終焉」『世界』
2008年4月号。
注3　田窪雅文『核兵器全廃への新たな潮流：注目すべき米国政界重
鎮四人の提言』原水爆禁止日本国民会議、2009年、第5章。
注4　飯塚恵子「オバマ流『核のない世界』で日本が直面する難題」
『Foresight』2009年6月号。
注5　ヨハン・ガルトゥング著、高柳先男ほか訳『構造的暴力と平和』
中央大学出版部、1991年ほか参照。


